予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費
	事業名　酒害相談事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　精神保健福祉センター　保健福祉課　電話番号：058-231-9724
 E-mail： c22606@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　386千円（前年度予算額： 386千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	386
	128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258

	要求額
	386
	128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　不適切な飲酒は、本人の健康障害のみならず、家族への深刻な影響や社会問題を生じさせる。そのため、アルコール問題を抱えた本人及び家族の悩みに応じるとともに、適正飲酒やアルコールに関連した知識を普及するため研修会を開催する。（委託業務）
（２）事業内容

1 酒害相談（所外）

・アルコール問題に悩む本人及び家族等に対し酒害相談を実施。自らがアルコール依存症から回復した断酒会の会員及び家族が相談を担当する。

2 酒害者等研修会及び市民公開セミナー
・適正飲酒及びアルコール関連問題に対する知識の普及、相談及び断酒会の組織育成を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県　２／３、　国　１／３
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	旅費
	77
	業務旅費

	需用費
	3
	消耗品費

	役務費
	6
	通信運搬費

	委託料
	300
	事業委託費

	合計
	386
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　国は、アルコール問題に関して総合的かつ計画的に推進する「アルコール

健康障害対策基本法」（平成25年12月13日成立：平成26年6月1日施行）

を定めている。
　　　　
（２）事業主体
　　　特定非営利活動法人　岐阜県断酒連合会（委託予定先）

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	·  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　（長期構想上の位置付け）

　　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　　　３　障害のある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	○指標を設定することができない場合の理由

アルコールの問題を抱えている方の数を把握することは困難であり、「これだけ相談に対応した（実績を挙げた）のだから目標が達成できた。」といえない事業であるため、指標を設定することはできない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(1)酒害相談（所外）

　　各圏域において断酒会の協力を得ながら地域住民の酒害相談を実施

 (2)酒害者等研修会及び市民公開セミナー
　　アルコール依存症の研修会や市民公開セミナーを開催


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（事業の成果）　

平成26年度までの過去５年間の実績は下表のとおり

年度
H22
H23
H24
H25
H26
酒害相談相談者件数（件）
35
25
19
26
12
酒害者等研修会参加者数（人）
132
94
98
92
84
（今後見込まれる成果）

断酒会が開催する研修会は恒常的な活動として定着し、地域の断酒会との連携や仲間をつなぐ場所となっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　長引く経済不振等によるストレスや不安から、過度の飲酒に走る方が多く、アルコール依存は本人や家庭の崩壊も招きかねないため、積極的に関与し、予防や回復を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△
	　酒害相談は、事業の広報が十分でないため相談件数が多いとは言えないが、当センターにはアルコール問題での電話相談が頻繁にあり、当事業が実施されていることを案内している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　相談事業については、相談者が相談しやすくするため、利便性と効率性を考慮して日程、場所等を設定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　酒害相談が実施されていることが知られていないため、各市町村広報誌に事業内容を掲載依頼するなど、市町村との連携を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　アルコールに依存している方は多く、そこから自殺、家庭崩壊、交通事故等様々な問題に発展する可能性は否定できない。

当事者や家族の方が直接、診療所や病院に相談、治療するケースもあるが、多くの場合はまず、「どこかに相談」という行動をとると思われる。本事業の相談員は自ら苦しんだ経験のある者であり、より具体的な助言を期待できることから、継続して事業を行う必要がある。


